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特　集 水道と推進工法

はじめに1

　令和6年4月1日、水道整備・管理行政が国土交通
省および環境省に移管されました。本稿では、この移管
の経緯と内容を簡単に紹介したうえで、明治期以来の上
下水道行政の所管の変遷、および上下水道インフラの
現状を対比する形で紹介したいと思います。なお、本稿
は、筆者が令和6年6月15日に行った京都大学土木会
での講演の一部をもとに改めて加筆修正したものです。

水道整備・管理行政の
国土交通省移管の経緯と内容2

　水道整備・管理行政の国土交通省移管については
既に国土交通省や各種報道などにより詳しく報じられて
いるので、ここでは図表を中心に簡単にまとめておきたい

と思います。
　まず、その端緒は先般の新型コロナウイルス感染症
の蔓延でした。その際、政府に対策本部が立ち上がっ
ていて（図−1）、令和4年6月、厚生労働省における
平時からの感染症対応能力を強化するため新たな組織
を設け、あわせて、生活衛生関係の組織について、一
部業務の他府省庁への移管を行うという基本的な方向
が出されました。そしてこれを受け、同年の9月に、移
管を行う機能の1つとして、水道整備・管理行政の国
土交通省および環境省への移管という方針が決定され
ました。
　以上のような基本的方針に従い、令和4年の冬の通
常国会に関係法令の改正が提出され（図−2）、令和
5年5月に成立し、令和6年の4月から施行されています。
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図−1　関連する新型コロナウイルス感染症対策本部決定 図−2　生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の概要
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その内容は、水道に関する水質基準の策定など水質ま
たは衛生に関する事務は環境大臣に、それら以外の事
務については国土交通大臣に移管するものです。また、
水道を、いわゆる災害復旧の国庫負担法と社会資本整
備重点計画法の対象にするという措置もあわせて行われ
ました。
　具体的な国交省と環境省の役割分担ですが（表−
1）、◎印のついたところがいわゆる所管を表しています。
まず、環境省の所管ですが、水質基準の策定と水質
検査の内容の策定が環境省の所管になっています。次
に、◎印が両方についているところはいわゆる共管にな
りますが、登録検査機関に関する事務、施設基準の策
定に関する事務、そして指定試験機関に関する事務、
このあたりが共管になっています。そしてこれら以外に
ついては国土交通省が所管するという整理になっていま
す。また、○印のところは、当該事務を進めるにあたっ
ては相手の意見を十分聞くようにということで、国交省、
環境省が一緒になって水道行政を進めていくべしという
ことと理解しています。

　次に、移管後の国土交通省の本省の体制ですが（図
−3）、まず、従来あった下水道部を廃止し、新たに局
長級の上下水道審議官および、官房審議官（上下水道）
を新設しています。さらにそこに新たに水道事業課が加
わり、大きく、上下水道審議官グループというグループを
構成しています。これは局ではありませんが、局に準ず
る組織ということで、例えば財務省との予算折衝などは、
このグループが直接財務省とやりとりできる、そういう権

能も与えられています。もともと下水道部には50人ほど
職員がいましたが、そこに40名弱の水道事業課が加わ
り、100名くらいの大きなグループを構成しています。
　また、地方整備局の体制も強化しています（図−4）。
まず、河川部に上下水道調整官（課長級）と水道係
が新設されるとともに、建政部が所管していた下水道行
政を河川部に移管しています。これも課という名前では
ありませんが、上下水道調整官を中心に1つの課として
の機能を持たせています。今まで下水道は地方整備局
では建政部にありました。これは、以前、本省では下
水道部は都市局にあった名残りで、地方整備局では今
まで建政部に下水道がありましたが、今回、河川部に
移したということです。下水道の1つの大きな役割である
内水対策は河川部と一緒にやっていかなくてはならない
ので、これは下水道にとっても大きな組織の改変である
と思います。

表−1　⽔道⾏政に係る業務分担

図−3　移管後の国⼟交通本省の体制（令和6年4⽉〜）

図−4　地⽅整備局および北海道開発局の体制（令和6年4⽉〜）


